
第 6章　温室効果ガス発生抑制と土壌炭素蓄積

1 ． は じ め に

急激な人間活動の拡大は地球規模での物質循環に影響を与え，大気中の温室効果ガス濃度を増加
させている．この問題に対し，気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の最新の評価報告書は，

「我々を取り巻く気候システムの温暖化は決定的に明確であり，人類の活動が直接的に関与してい
る」ことを明示し，あらゆる場面で温室効果ガスの排出を削減する緩和策を実行し，地球温暖化の
動きを遅らせ，さらには逆転させることの必要性を強く認識させている（IPCC, 2007a）．

農業生産活動もその例外ではなく，農地からも主として土壌中の微生物活動に起因する温室効
果ガス，すなわち，二酸化炭素（CO2），メタン（CH4），および一酸化二窒素（亜酸化窒素：N2O）
が排出される（図 1）．全球における農業分野からの温室効果ガス排出量は CO2 換算量で年間 51 〜
61 億トンと見積もられており，人為起源の 13.5%を占めている．このうち，最大の温室効果ガスで
ある CO2 については，農地における発生と吸収の収支は全球でほぼバランスしていると考えられ
ている．しかし，水田や家畜から発生する CH4 と，農地への窒素施肥や家畜排泄物からの N2O に
ついて，農業生態系は，それぞれ，人為起源発生量の半分以上を占めており，重要な排出源となっ
ている．これらに加えて，別に算定されている森林からの温室効果ガス排出（58 億トン）は，主
として，森林から農地への土地利用変化を原因とするものであることから，農業の影響は森林分
野にも及んでいると言える．これらを合計すると，農業の関与する温室効果ガス排出量は全人為
排出量の約 1/3 を占めることになり，地球温暖化に対する農業の影響はきわめて大きいと言える

（IPCC, 2007b）．

図 1　農業生態系（農地）における温室効果ガスの発生と吸収

一方，農地管理の改良や家畜の飼料と排泄物管理の工夫により，温室効果ガス排出量を大きく削
減できる可能性がある（八木，2009）．実際，これまでの研究により農地からの CH4 および N2O 発
生削減技術の候補は多数提案され，多くについて現地試験等から削減効果が確認されている．加え
て，農地への有機物投入量の増加や耕うん強度の低減により，農地土壌の炭素貯留量を増加する，
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すなわち，農地を大気 CO2 の吸収源に変えることが可能である．これらの技術を活用し，農地か
らの温室効果ガス排出量を大幅に減少させ，地球温暖化の緩和に寄与する方策を実行することが求
められている．

農業環境技術研究所では，1980 年代より，農地土壌からの N2O 発生および水田からの CH4 発生
の研究を行ってきた（野内，2005）．また，全国規模の土壌調査結果を一元的に収集してきた土壌
インベントリー（平成 15 年度研究成果情報，中井ら）から，農地土壌の CO2 吸収・排出を評価す
ることが可能である．近年，地球温暖化対策がますます重要性を増し，温室効果ガスの発生量の評
価と排出削減への寄与が求められていることに対応して，農業環境技術研究所における温室効果ガ
ス発生抑制と土壌炭素蓄積における研究は，過去の研究蓄積を活用し，さらなる展開を進めてき
た．過去 10 年間における研究の焦点は，土壌中での温室効果ガス生成と炭素蓄積メカニズムの解
明，高精度かつ簡易なモニタリング手法の開発，広域推定のための発生量評価手法とモデル開発，
および発生抑制技術の開発である．

2 ． 温 室 効 果 ガ ス 発 生 ・ 土 壌 炭 素 蓄 積 メ カ ニ ズ ム の 解 明

⑴ 水 田 か ら の メ タ ン （ C H 4） 発 生 メ カ ニ ズ ム
水田ではかんがい水により土壌を湛水することから土壌中の酸化物質が徐々に還元され，嫌気的

な環境が発達した後，メタン生成菌と呼ばれる一群の絶対嫌気性古細菌の活動により有機物分解の
最終生成物として CH4 が生成される．CH4 生成は，嫌気条件下での物質代謝の最終ステップであ
り，メタン生成菌は他の生物が複雑な有機物を分解して排出した低分子化合物から CH4 を生成す
る．絶対嫌気性細菌であるメタン生成菌の特性から，土壌中での CH4 生成には，湛水にともなう
土壌の還元の発達が必要不可欠な条件となる．水田土壌では，湛水開始後，土壌中の酸化物質が
徐々に還元され，酸化還元電位（Eh）が−150mV 程度に低下した後，CH4 生成が開始される．土
壌中で生成された CH4 は，気泡として，田面水中を拡散して，または水稲を通って，のいずれか
の経路で大気へと放出される．このうち，量的にもっとも重要なのは，水稲の通気組織を通って放
出される経路である．一方，水田土壌中には CH4 を酸化分解する別の一群の細菌（メタン酸化菌）
が存在し，一部の CH4 はこれにより消費される（八木，2004）．
⑵ 施 肥 窒 素 か ら の 一 酸 化 二 窒 素 （ N 2O ） 発 生 メ カ ニ ズ ム
作物生産に必要な化学肥料や有機物として農耕地に施用された窒素は，土壌中で微生物による形

態変化を受け，アンモニア態窒素（NH4-N）から硝酸態窒素（NO3-N）へ（硝化），NO3-N から分
子状窒素（N2）へ（脱窒）と変換される．N2O は土壌中での硝化および脱窒の両方の過程で副生
成物または中間生成物として生成され，大気へ放出される．同じガス態の窒素酸化物であり，光化
学スモッグや酸性雨の原因物質である一酸化窒素（NO）も同様にこれらの過程での副生成物とし
て生成される（秋山ら，2011）．

硝化は好気的条件において起こる反応であり，NH4-N から亜硝酸態窒素（NO2-N）へ酸化される
アンモニア酸化の過程と NO2-N から NO3-N へと酸化される亜硝酸酸化とに分かれる．前半のアン
モニア酸化の過程は，従来はアンモニア酸化細菌のみによるものと考えられていたが，近年，アン
モニア酸化古細菌が海洋や土壌中に広く分布し，アンモニア酸化細菌とともに反応を担っているこ
とが明らかになってきている（Hayatsu et.al., 2008）．後半の亜硝酸酸化の過程は亜硝酸酸化細菌
が担っている．一方，脱窒は嫌気的条件において有機物を電子供与体として，酸化的窒素化合物
を電子受容体として用いる呼吸の一種である．自然界に生息する多くの細菌がこのような脱窒能を
有している．従来は細菌のみが脱窒過程を担っていると考えられていたが，脱窒活性の測定にお
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いて，アセチレンを添加しなくても多量の N2O 発生する現象が認められ，既知の脱窒菌以外の微
生物による N2O 発生である可能性が示唆された（平成 16 年度研究成果情報，駒田ら）（駒田・竹
内，2003）．また，糸状菌（カビ）にも脱窒系を持つものがあることが明らかになり，このカビ脱
窒も土壌生態系で重要な役割を担っていると考えられるようになった（Hayatsu et.al., 2008）．こ
のように，さまざまな種類の微生物が硝化と脱窒を担い，これらの両方の過程において N2O が生
成される．さらに，硝化細菌のなかにも脱窒経路を持つものがあり，硝化菌による脱窒（nitrifier 
denitrification）も重要な N2O 発生源である可能性がある（Kool et al., 2010）．このようなさまざ
まな土壌微生物の群集構造と N2O の生成・発生メカニズムの関係について，近年急速に発達して
いるメタゲノム解析等の分子生物学的手法を用いた研究が進みつつあり，わが国の転換畑（Chu et 
al., 2009）やインドネシアの農地土壌（Jumadi, 2008）でのアンモニア酸化細菌の群集構造が示さ
れた．
⑶ 土 壌 炭 素 蓄 積 と 農 地 か ら の 二 酸 化 炭 素 （ C O 2） 発 生 ・ 吸 収 メ カ ニ ズ ム
農地における炭素循環は図 1 に示すように，植物を介した大気 CO2 と土壌有機物炭素の交換と

考えることができる．植物は光合成により大気中の CO2 を有機物として固定しているが，その一
部がリターフォールとして土壌に付加される．農地では，作物残渣と刈り株がこれに相当する．さ
らに，土壌中では枯死根や根からの分泌有機物がこれに加わる．農地では，さらに，堆肥などの有
機物資材が加えられる．以上が土壌への炭素の入力量となる．これに対し，出力量としては，大気
への直接の CO2 放出である植物の呼吸と土壌有機物の分解がまずあげられる．土壌有機物の分解
は，土壌に生息するさまざまな微生物や動物の働きによるもので，従属栄養呼吸（heterotrophic 
respiration）とも呼ばれる．農地の CO2 収支はこれらの入力量と出力量のバランスから決定され，
農地土壌は大気 CO2 の吸収源とも発生源ともなりうる．

このような農地における炭素循環と CO2 の吸収・発生量を評価するために，土壌有機物の生成
と分解の両過程に関する定量的理解が必要である．特に，わが国の黒ボク土には黒みの強い腐植酸
が異常に多量に蓄積されており，その生成・ 集積メカニズムについて議論が行われ，ススキ草原
を維持するために行われてきた野焼きによって生成されたススキの燃焼微粒炭が腐植酸の給源で
あるとする学説が提案された（Shoji et al., 1993）．この問題に対して，日本各地で収集した土壌か
ら腐植酸を精製して炭素安定同位体比（δ13C 値）を測定した結果，ススキなどの C4 植物に由来
する炭素が腐植酸中の炭素に占める割合は 18 〜 52％であり，ススキ以外の植物も腐植酸の生成過
程で重要な給源であることを明らかにした（平成 15 年度研究成果情報，平舘ら）（Hiradate et al., 
2004）．

3 ． モ ニ タ リ ン グ 手 法 の 開 発

土壌から大気への温室効果ガス発生・吸収量を評価するためには，現場でのガスフラックス（流
束：単位面積，単位時間あたりのガス交換量）をモニタリングすることが欠かせない．その方法と
しては，チャンバー法，ガス拡散理論の応用法，および微気象学的測定法がある．土壌から大気へ
のフラックスを測定する場合にはチャンバー法が，植物群落上でのフラックス測定には微気象学的
測定法がよく使われている．微気象学的測定法については，第 12 章で研究の歩みが紹介される．
チャンバー法は簡易で数多くの地点において計測できることから，発生要因の解明や発生抑制技術
の評価などに活用されている．しかし，チャンバー法でガスフラックスの空間・時間変動を精度良
く評価するためには，多点で，頻度の高い繰り返し計測が必要である．

チャンバー法では，土壌面にチャンバー（底のない容器）を置き，一定時間ごとにチャンバー内
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の空気サンプルを採取し，サンプル中のガス濃度を分析することによりフラックスを計算する．
その際，チャンバー内に外部からの空気の入出流のないクローズドチャンバー法と，チャンバー
内の空気を常に交換できる流路を設置したダイナミックチャンバー法がある．水田からの CH4 や
施肥土壌からの N2O 計測では土壌空気とチャンバー内空気のガス濃度差が大きく，計測中のチャ
ンバー内ガス濃度の増加は直線性が良いため，クローズドチャンバー法で十分計測可能である（八
木，1997）．しかし，土壌からの CO2 フラックスは計測中にガス濃度差が小さくなり，みかけのフ
ラックスが減少するため，ガス濃度差を維持できるダイナミックチャンバー法，または計測時間を
数分に短縮したクローズドチャンバー法が用いられる．

ほ場へのチャンバー設置やガスサンプリングを手動で行うクローズドチャンバー法は，労力がか
かるが装置が簡単で安価なことから，土壌からの温室効果ガス発生量の計測に現在でも広く使われ
ている．しかし，土壌から発生する温室効果ガスのフラックスは温度，降雨などの環境要因と施
肥，水管理，耕起などの作業により大きな時間変動を示すため，それを精度良く定量するために
は，高頻度で測定することが望ましい．また，作物の非栽培期間でも顕著な発生の見られる場合が
あるため，通年で測定することが必要である．このような計測精度に関わる問題に対して，一般的
に用いられている手動のクローズドチャンバー法では多大な労力がかかるため，測定頻度や期間を
十分にとることは困難な状況であった．農業環境技術研究所には，自動開閉チャンバー，自動ガス
サンプリング・分析システムを備えた温室効果ガス発生制御施設が設置されており，この施設にお
いては高頻度・通年測定が可能である（Nishimura et al., 2005b）．しかし，大型の固定式装置のた
め，他のほ場に移動することはできない．

このため，固定式の大型自動連続モニ
タリング装置よりも小型で低コストな可
搬型ガスサンプリング装置を開発した

（図 2）（平成 20 年度研究成果情報，秋
山ら）（Akiyama et al., 2009）．この装置
は自動開閉チャンバーとともに使用し，
制御部内のマイクロコンピューターにプ
ログラムされた設定時刻になると，自動
開閉するチャンバーからのサンプルガス
をシリンジポンプで採取し，装置内のカ
セットに並べた真空バイアル瓶に自動で
注入する．サンプリング済みバイアル瓶
はガスサンプル注入部の下のバイアル瓶
受けに落下し，定期的に回収され，分析
に供される（図 3）．この装置を用いる
と，大幅な労力削減となる．たとえば 6 つのチャンバーで毎日 1 回の割合でサンプリングを行った
とすると，手動サンプリングでは 10 日間でのべ 10 時間以上必要であるのに対し，自動サンプリン
グではバイアル瓶の設置と回収に要する約 1 時間のみとなり，1/10 以下の作業時間となる．また，
標準ガスを用いたテストの結果，本装置による測定精度は手動サンプリングと同等であることが確
認された（CO2: r2=0.998, CH4: r2=0.999, N2O: r2=1.00）．本装置は可搬型（大きさ：390 × 590 ×高
さ 870 mm，重さ：約 50 kg（大きさ，重さともに設置用台および遮光版を含む））であるため，さ
まざまなほ場に設置することができる．

サンプリング装置

自動開閉チャンバー

図 2　自動開閉チャンバーと可搬型自動サンプリング装置
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図 3　温室効果ガス自動サンプリング装置の概要図

一方，試料ガスを 1 回自動注入することによって，温室効果ガス 3 成分（CO2，CH4，N2O）を
同時に計測できる新たな分析計を開発した（平成 21 年度研究成果情報，須藤）（図 4）．同時計測
は，CH4 および CO2 のピークを N2O のピークから完全に分離するための新たな充填剤の導入とそ
れぞれのガスを検出するためのキャリヤーガスを共通化することで実現した．装置流路図（図 5）
中央に示すとおり，3 段階のガス分離の第 2 段に分離能の高い充填剤（Unibeads C，GL サイエン
ス社製）を採用することで，これまで困難とされた 3 ガスの完全分離を実現した．また，CO2 およ
び N2O の高感度検出のために，従来は，それぞれ，ヘリウムおよび 5% CH4 混合アルゴンがキャ
リヤーガスとして用いられていたが，本装置では，ECD セル内でヘリウムに N2 と CH4 の混合ガ
スをメークアップガスとして添加することで，従来法と同等の N2O の検出感度を得るとともに，
N2O と CO2 の同時分析を可能にした．1 回の試料注入で 3 成分を同時に計測できるので，3 成分を
別々に測定する場合に比べて注入量による誤差が生じないこともメリットの 1 つである．3 成分の
繰り返し分析精度も従来法と同等で
あった．試料注入については，既存の
ヘッドスペースサンプラー（HSS-2B，
島津製作所）を改造し，高精度ガスタ
イトシリンジ（容量 2ml，Valco 社）
を装着した自動注入器を開発した．シ
リンジの針を高気密性のブチルゴム栓
に貫通させるために，円錐形のガイド
ラインを新たに製作した．この自動注
入器により，最大 40 試料を，1 試料
あたり 10 分で自動分析できた．本分
析計には，特定メーカーの検出器およ
びガスクロマトグラフを使用している
が，他社の製品を利用して製作する 図 4　温室効果ガス 3 成分同時分析計の外観
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図 5　温室効果ガス 3 成分同時分析計の流路図

ことも可能である．
開発された可搬型ガスサンプリング装置と温室効果ガス 3 成分同時自動分析計を併用することに

より，より効率的な温室効果ガスフラックスのモニタリングが可能になった．これにより，農地に
おける温室効果ガスのモニタリングと発生抑制技術の開発に関する研究が大幅に進むことが期待さ
れる．

4 ． 発 生 量 評 価 と モ デ ル 開 発

⑴ 水 田 か ら の メ タ ン （ C H 4） 発 生
1980 年代以降，世界の各地で水田からの CH4 発生の測定が行われ，発生量と気候や処理による

その変動が報告された．これらの測定結果をまとめると，水稲栽培期間の 1 時間平均の CH4 フラッ
クスは多くの場合 1m2 あたり数 mg 〜数十 mg，栽培期間全体の CH4 発生量は 1m2 あたり 1 g 〜
100 g の範囲にあり，測定地点や処理により CH4 発生量は大きく異なる．特に，有機物を多く施用
した場合，大きな CH4 発生が観察されている．世界各地の水田における CH4 発生量の変動は，温
度や降雨などの気候条件，土壌の理化学性，有機物や水管理などの耕作管理方法の違いなど，さま
ざまな要因の寄与が明らかにされている（八木，2004）．

わが国においては，1992 〜 1994 年にかけて行われた，農耕地からの温室効果ガス発生に関する
全国的なモニタリングデータをもとに発生量評価が行われた（財団法人日本土壌協会，1996）．こ
の全国調査の結果は，水稲一作あたりの CH4 フラックスの平均値は，稲わらを秋に土壌還元した
処理区で 19.0 ± 12.5g/m2 であったことを報告した．さらに，このデータを土壌タイプごとに集計
し，有機物無施用や堆肥などの有機物施用実態とそれによる発生量の変化を考慮すると，わが国の
水田からの年間 CH4 発生量は 330Gg（33 万トン）と推定された（八木，2004）．

その後もわが国や他のアジア諸国の水田において CH4 発生モニタリングが継続され，特に，
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新たな地点やさまざまな耕作体系におけるモニタリング，最新の計測技術を用いた国際共同研究
（Wassmann et al., 2003），および次節で述べる発生抑制技術の開発試験に焦点が当てられるように
なった．農業環境技術研究所温室効果ガス発生制御施設を用いた研究では，水田を転換畑とする
ことにより CH4 発生はなくなるが，N2O が増加するトレードオフ関係になることが明らかになっ
た（Nishimura et al., 2004；2005a）．また，水田における開放系大気 CO2 増加（Rice-FACE）実験
や半閉鎖型自然光環境制御チャンバー（クライマトロン）実験から，大気 CO2 濃度の上昇が水田
からの CH4 発生を促進し（Inubushi et al., 2003），その程度は高夜温によって抑制されることを明
らかにした（平成 20 年度研究成果情報，長谷川ら）（Cheng et al., 2008）．Rice-FACE 実験から，
水稲生育期間中の高 CO2（+200ppm），温暖化（+2℃）環境下では，水田からの CH4 発生が現在
よりも約 80％増加する可能性のあることを明らかにした．（平成 22 年度研究成果情報，長谷川ら）

（Tokida et al., 2010）．
世界各国の温室効果ガス発生量の算定に用いられている 1996 年版 IPCC ガイドラインでは，水

田からの CH4 発生に関して，実測データの統計解析を行わずに排出係数を求めるなど大きな不確
実性が存在した．そこで，既往文献からアジア諸国における水田からの CH4 発生実測データを収
集し，8 カ国，103 地点，868 栽培期間データからなるデータベースを構築した．これらのデータ
について，栽培期間の平均 CH4 フラックスと各発生制御要因の関係を解析し，算定の基準となる
ベースライン排出係数（1.30kg CH4/ha/day）と農業生態系タイプ，水管理，有機物施用などの各
発生制御要因の寄与を表す拡大係数を求めた（Yan et al., 2005）．このことから，水田から発生す
る CH4 の算定方法の改訂案を提案した（平成 18 年度研究成果情報，八木ら）．この算定方法の改
訂案は 2006 年に改訂された IPCC の新しいガイドラインに Tier 1 デフォルト方法論として採用さ
れた（IPCC, 2006）．この方法で見積もられた 2000 年における一年間の水田からの CH4 発生量は
全世界で 25.6Tg（2560 万トン）であり，国別に見ると，中国とインドの合計が世界の約半分を占
め，アジア地域全体で世界の 93%を占めることが明らかになった（図 6）．さらに，常時湛水のか
んがい水田への間断かんがいの導入，および稲わらすき込み時期の改善により，それぞれ，年間
4.1Tg（410 万トン：CO2 換算量で 1.0 億トン）の削減ポテンシャルのあることが推定された（平成
21 年度研究成果情報，八木ら）（Yan et al., 2009）．

上記の実測データをもとにした統計モデルによる発生量評価とは別に，水田における CH4 生
成・発生の各プロセスをコンピューターで予測できる数理モデルの開発が進められた．この研究
では DNDC（DeNitrification DeComposition）という既存の数理モデルを改良し，稲わら処理方法
や水管理の違いによる CH4 発生量の変化を定量的に計算して予測できるモデル（DNDC-Rice モデ
ル）を開発した（Fumoto et al., 2008）．日本と中国の 3 地点の水田で行われたほ場実験によって，
DNDC-Rice モデルが CH4 発生量を正しく予測できるかどうか検証したところ，従来の DNDC モ
デルでは不十分だった稲わらの処理方法や肥料の種類の影響の予測精度が改善され，CH4 発生量
の観測値に対する平均誤差は 4gm-2 以下であった（平成 19 年度研究成果情報，麓ら）（Fumoto et 
al., 2009）（図 7）．さらに，タイの水田におけるデータを用いた検証も行われた（Smakgahn et al., 
2009）．これらのことから，DNDC-Rice モデルを用いることで異なった環境の水田からの CH4 発
生量とその削減ポテンシャルを精緻に広域評価できる可能性が示され，現在，全国評価に向けた作
業が進められている．
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図 6　世界の水田からのメタン発生量地理分布（モンスーンアジアのみを示す）．各国，各地域について算定さ
れた水田からの単位面積当たりの CH4 発生量について，緯度経度 5 分の解像度にて地理分布を表した．

⑵  施 肥 窒 素 か ら の 一 酸 化 二 窒 素 （ N 2O ） 発 生
畑地や草地などの農地土壌では，窒素施肥，耕起および降雨にともなった特徴的な N2O 発生

パターンを示す．図 8 は，北海道東部の採草地において硫酸アンモニウムを施肥した場合の調査
結果である（甲田ら，2002）．2 年間の調査において，N2O フラックスは窒素施肥後および牧草収
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図 7　DNDC-Rice モデルの検証結果．3 地点において，そ
れぞれ年次，水管理または有機物投入量を変えて測
定した水稲栽培期間 CH4 発生量を推定した．
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穫後に高まることが明らかである（平成 13 年度研究成果情報，甲田ら）．一般的な農地土壌から
の N2O フラックスの変動パターンにおいては，施肥後 1 〜 2 週間程度の間に N2O フラックスが増
加し，施肥後 1 か月程度経過した後はバックグラウンドレベルに戻ることが多い（Akiyama and 
Tsuruta, 2003）．しかし，このような一般的な発生パターンとは異なり，排水性の悪い転換畑にお
いて，施肥から 2 か月後の夏季に長期間にわたる発生が見られたり（Nishimura et al., 2005a），記
録的豪雨にともなって劇的な増加が起きたりした例もある（Akiyama et al., 2011）．

一方，化学肥料だけでなく有機肥料も N2O の発生源である．有機肥料は種類が多岐にわたり，
また成分のばらつきも大きいことから，有機肥料からの N2O の発生に関する研究は化学肥料に比
べて遅れていた．しかし，農業環境技術研究所温室効果ガス発生制御施設を用いて有機肥料から
の N2O 発生量の高精度モニタリングが行われ，施用有機物の種類により N2O 発生量は大きく異な
ることが示された．C/N 比が比較的低い有機物〔括弧内の数値は C/N 比〕〔発酵鶏ふん（9.7），
発酵豚ぷん（10.7），菜
種油かす（9.6），魚かす

（4.2）〕からの N2O 発生
量は化学肥料（尿素）区
よりも大きく，逆に，
C/N 比 の 高 い 有 機 物

〔牛ふん堆肥（24.3），乾
燥牛ふん（15.9）〕から
の N2O 発生量は小さい
ことが明らかにされた

（図 9）．さらに，施肥量
等の統計データを用い
て N2O の排出量を試算
した結果，わが国の農
地において，有機肥料
の施用は化学肥料の施

図 8　チモシー単播採草地における一酸化二窒素フラックスの推移．施肥時および追肥時に，それぞれ，213 お
よび 107 kg N ha−1 相当量の硫酸アンモニウムを施肥．
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図 9　有機物を施用した黒ボク土畑からの N2O 発生量．農業環境技術研究所
温室効果ガス発生制御施設での連続測定データのうち，施用後 30 日間
の発生量を示した．有機物区は右側より順に 2 種類ずつ 3 年間にわたっ
て得られたデータである．対象区として化学肥料（尿素，3 年間の平均
値）を用いた．施用量は全窒素として各区 150kgN/ha であり，全量を
基肥とし，全面全層に施用した．作物はチンゲンサイである．
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用に匹敵する N2O の主要な排出源のひとつであることが示された（平成 15 年度研究成果情報，秋
山ら）（Akiyama and Tsuruta, 2003）．また，家畜ふん堆肥の取り扱いを容易にし，広域流通を進
める方策として実用化されているペレット堆肥について，農地土壌に施用した場合の N2O 発生量
を計測した結果，通常の堆肥よりもペレット堆肥からの N2O 発生量の方が多いことを明らかにし
た．その原因として，ペレット内部が嫌気的になることにより脱窒が促進されるためと考えられた

（Hayakawa et al., 2009）．
熱帯アジアでは，人口の急増とともに熱帯林や泥炭湿地帯などの陸域生態系が消失して農耕地や

プランテーションになるという土地利用変化が急速に起こっている．それにともなって，温室効果
ガスの発生・吸収量が大きく変化すると推測され，研究の重要性と緊急性が指摘されていた．この
問題に対して，スマトラ島の湿潤熱帯林とその周辺地域における現地調査から，土地利用変化によ
り熱帯林が伐採・焼却されると，N2O 発生が急増すること，およびその後ゴムを植栽すると N2O
発生量は次第に減少し，約 2 年半後に伐採・焼却以前の値に戻ることが計測された（平成 13 年度
研究成果情報，鶴田ら）（Ishizuka et al., 2002；Nakajima et al., 2005）．

施肥窒素由来の N2O 発生プロセスとして，農地土壌表面から直接大気へ発生する直接発生以外
に，農業地帯の地下水や河川水からの脱ガスによる間接発生が指摘されている．このプロセスにお
ける N2O の生成過程や発生量については，十分明らかにはされていないが，その地球規模の発生
量は土壌からの直接発生量に匹敵する可能性が指摘され，重要な未解明の発生源とされている．農
業環境技術研究所温室効果ガス発生制御施設のライシメーターによる計測では，灰色低地土での陸
稲や大豆栽培において，土壌表面からの直接発生量の 50 〜 67%に相当する N2O が浸透水に溶存し
て地下 1 m 以深に溶脱したことが定量された（Minamikawa et al., 2010）．

農地からの N2O 発生量は，一般に，施用した窒素量に伴って増加するので，施用窒素量に対す
る N2O-N 発生量の割合である排出係数が発生量の見積もりに用いられる．京都議定書第 1 約束期
間に使用される 1996 年版 IPCC ガイドラインでは，標準的な直接発生の排出係数（EF1）のデフォ
ルト値として 1.25％が採用されていた（IPCC, 1996）（この値は 2006 年版では 1.0%に改訂された

（IPCC, 2006））．しかし，水田からの排出係数（EF1-RICE）は畑や草地の排出係数と同じとされてい
るが，湛水条件での N2O の発生量は畑条件とは大きく異なることや，溶脱による間接発生の排出
係数（EF5）が過大評価である可能性が高いことが指摘されていた．そこで，世界の水田から直
接発生する N2O の実測データ（29 地点，149 測定）を収集し統計解析した結果，EF1-RICE の平均
値（±標準偏差）は施肥窒素量の 0.31（± 0.31）%であり，IPCC のデフォルト値よりも著しく低
いことが明らかにされた（Akiyama et al., 2005）．また，世界の農地から溶脱により間接発生する
N2O 発生量のデータベースを作成し解析した結果，EF5 の構成要素のひとつである農地から系外に
排出された窒素が地下水や表面流去水において N2O を排出する際の係数（EF5g）は窒素溶脱量の
0.24%（95%信頼区間：0.18% ― 0.29%）と推定され，IPCC の推定値（1.5%）よりも著しく低かっ
た（Sawamoto et al., 2005）．この値に，河川および沿岸域における既存の排出係数（それぞれ，
EF5r ＝0.75%およびEF5e ＝0.25%）を加えることから，溶脱によるN2O間接発生の排出係数（EF5）
を 1.24%と見積もった（平成 17 年度研究成果情報，秋山ら）．これら 2 つの排出係数は，2006 年版 
IPCC ガイドラインにおいて，それぞれデフォルト値として採用された（IPCC, 2006）．

わが国の農地土壌からの N2O 排出量算定では，国独自の直接排出係数（EF1）を用いていたが，
バックグラウンド排出量が差し引かれておらず，作物種によっては限られた数のデータから排出係
数が求められているなどの問題点が指摘されていた．そこで，わが国における観測データを検討し
た結果，多くの場合，発生係数は IPCC ガイドラインのデフォルト値より低いが，茶園土壌等の一
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部の例ではできわめて高い発生が見られることが明らかになった．これらを統計解析し，日本の
畑地と草地（茶園以外），水田，および茶園からの EF1 は，それぞれ 0.62%，0.31%および 2.9%と
算定された（Akiyama et al., 2006）．これらの結果と，間接排出についての解析結果をあわせ，わ
が国の農地に関する新しい排出係数を提案した（平成 18 年度研究成果情報，秋山ら）（表 1）．こ
の改訂案は，日本国温室効果ガスインベントリ報告書に採用された（温室効果ガスインベントリオ
フィス，2010）．

表　日本国温室効果ガスインベントリ報告書に採用された一酸化二窒素排出係数

排出源区分＊ 作物種
排出係数 不確実性

出典・根拠
（kg N2O−N/kg N）（kg N2O−N/kg N）

合成肥料および
有機質肥料

水稲 0.31% ± 0.31%
文献 37,39）茶 2.90% ± 1.8%

その他の作物 0.62% ± 0.48%
作物残渣 1.25% 0.25%−6% IPCC デフォルト値
間接排出（大気沈降） 1.00% ± 0.5% IPCC デフォルト値
間接排出（溶脱・流出） 1.24% 0.6%−2.5% 文献 38,39）

＊有機質土壌の耕起については，IPCC デフォルト値（排出係数：8kg N2O−N/ha /yr；不確実性：1−80kg N2O−N/
ha/yr）の使用を提案した。

さらに，これらの排出係数と 1985 〜 2005 年までの 5 年ごとに求めた農業生産に伴う窒素フロー
データベースから，わが国の農業セクターからの N2O 発生量を都道府県別，排出源別に算定した
結果，全国合計の発生量は 1990 年の 25,749MgN から 2005 年には 18,907MgN に減少したことが示
された．1990 年と 2005 年に関して比較すると，農地への窒素施用量は減っていても発生する家畜
ふん尿窒素が増えている都道府県では，N2O 発生量が増加している傾向が明らかとなった．日本
全体で見た場合，畜産セクターから発生する N2O 量は耕種セクターより多く，家畜ふん尿の処理
に伴う N2O 発生が地域の発生量をより強く制御していると考えられた（Mishima et al., 2011）．
⑶ 土 壌 炭 素 蓄 積 と 農 地 か ら の 二 酸 化 炭 素 （ C O 2） 発 生 ・ 吸 収
土壌圏の炭素収支は図 1 に示された土壌への炭素の入力量と出力量のバランスから決定され，土

壌は大気 CO2 の吸収源とも発生源ともなりうる．そして，その正味の発生・吸収量は主に有機物
として固定された土壌炭素蓄積量の変化に反映される．このことから，土壌炭素量を長期に追跡す
ることにより，その間の農地からの CO2 発生・吸収量を推定可能である．わが国では，農林水産
省土壌保全対策事業の一環として，1979 〜 1998 年度の間，全国 20,000 地点近くで 5 年ごとに土壌
環境基礎調査（定点調査）が行われており，その中に土壌炭素の調査項目がある．この調査は，
1999 年度以降も調査地点数は約 5,700 地点に減少したものの，土壌機能モニタリング調査として継
続し，現在は土壌由来温室効果ガス計測・抑制技術実証普及事業として土壌炭素の全国モニタリン
グを主な目的に行われている．これらの調査データと，1959 〜 1978 年度に実施された地力保全基
本調査の農耕地土壌図と 1992 年版基盤整備調査図等を用いて作成した 1992 年における全国版デジ
タル農耕地土壌図（高田ら，2009）から，表層から深さ 30 cm までの農地土壌炭素賦存量の全国
分布図を 1 km メッシュで作成した．現在，国連気候変動枠組み条約の基準年である 1990 年時点
でのわが国の農地土壌の炭素蓄積量の評価と，基準年以降の農地土壌炭素蓄積量の変動解析が進め
られている．

土壌炭素収支を定量的に変動評価する方法として，このようなモニタリング調査データの解析は
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有用であるものの，さまざまな気候帯や農地管理において面的な評価を行うことは限界がある．ま
た，将来予測を行うことも困難である．そのため，気象，土壌要因，農地管理の要因を含む土壌炭
素動態モデルを用いた研究が進められている．これに対し，広域評価に適用可能な，簡便かつ信頼
性が高い Rothamsted Carbon モデル（RothC モデル）について，わが国の農地土壌における適合
性を検証した．各地のほ場における有機物連用試験結果に RothC モデルを適用し，炭素蓄積量の
実測値とモデルの予測値とを比較した結果，非黒ボク土畑では予測値と実測値が一致した．しか
し，黒ボク土畑および水田では，モデルの予測値は実測値を大きく下回った．黒ボク土は腐植が安
定な形で存在するために分解が遅いことを反映させるため，モデルにピロリン酸塩可溶アルミニウ
ム含量（Alp）により腐植画分の分解率を変化させるファクター F（F = 2.50 Alp（%） + 1.20）を
導入した．その結果，この式を使った改良 RothC モデルでは予測値と実測値が一致した（Shirato 
et al., 2004）（平成 13 年度研究成果情報，白戸ら）（図 10）．一方，水田土壌については水稲耕作期
間の嫌気環境や土壌微生物組成の違いを考慮して，湛水期間および非湛水期間に個別の土壌有機物
分解率を低下させる係数を導入して改良した（Shirato and Yokozawa, 2005）（平成 22 年度研究成
果情報，白戸ら）．これらのことから，黒ボク土および非黒ボク土の畑用のモデルと水田用のモデ
ルを併用することが可能になり，わが国の農地に適用可能になるとともに，田畑輪換が土壌炭素の
変動に及ぼす影響を同一のモデルを用いて評価できる．

図 10　（左図）非黒ボク土畑土壌における全炭素量の実測値と RothC モデルによる予測値の比較．（右図）黒
ボク土畑土壌における全炭素量の実測値と RothC モデルおよび改良 RothC モデルによる予測値の比較．

5 ． 発 生 抑 制 技 術 の 開 発 と そ の 評 価

⑴ 水 田 か ら の メ タ ン （ C H 4） 発 生 抑 制 技 術
水田からの CH4 発生削減方策として，中干しや間断かんがいによる水管理，稲わらの堆肥化や

非湛水期間での分解を促進する有機物管理，肥料または資材の使用，土壌改良など，候補となる技
術が数多く提案されている（八木，2004）．特に，水管理については，中干し期間を長くして水田
土壌をより酸化的にすることによりメタン生成菌の活動を抑制し，水田からの CH4 発生削減に効
果のあることが明らかにされている．農業環境技術研究所温室効果ガス発生制御施設での計測か
ら，水稲生育前期の常時湛水期間に増加した CH4 発生が，その後の中干し・間断かんがいに伴っ
て大幅に減少することが明らかにされた（図 11）．一方，水稲栽培期間における有意な N2O 発生
は，代かき直後，間断かんがい中の追肥直後，および最終落水後（水稲収穫直前）に一時的に観
測されただけであり，その量はこれまで報告された世界の水田での研究例の中でも最も少ないも
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図 11　水田からのメタン（CH4）・一酸化二窒素（N2O）放出量の経日変化（上
段），および土壌中のアンモニア態窒素（NH4-N）・硝酸態窒素（NO3-N）の
経日変化（下段）．斜線部は湛水期間を示す．

のであった．これらの結果から，水田の中干しおよびそれに引き続く間断かんがいと 90kg N/ha
程度の窒素施肥は，CH4 発生量を大幅に減少させるだけでなく，N2O 発生の促進もほとんどな
いことから，水田における温室効果ガス総発生量の削減技術として有効であることが実証された

（Nishimura et al., 2004）（平成 14 年度研究成果情報，八木ら）．また，水田を転換畑とすることに
より CH4 発生はなくなるが，N2O 発生が増加するトレードオフが認められた．この場合，CH4 お
よび N2O の年間発生量合計値は，CO2 等価量として，水稲区，陸稲単作区および大豆 ― 小麦二毛
作区で，それぞれ，100 〜 442，102 〜 110，および 79 〜 146g/m であり，畑転換による CH4 発生
の消失と N2O 発生量の増大が著しかった．しかし，ここで得られた水稲区からの CH4 年間発生量
は日本国温室効果ガスインベントリ報告書（温室効果ガスインベントリオフィス，2010）で採用さ
れているわが国の平均値（19.0 ± 12.5g/m）よりも低かった．一方，転換畑からの N2O の年間発
生量は，わが国の測定値のなかでは，茶園を除けば比較的高い値であった．これらの結果から，温
室効果ガス発生削減の観点からは，水管理にともなう水田からのCH4 発生量の削減が重要であり，
排水不良や遊離酸化鉄含量の低い土壌など水田からの CH4 発生が多い場合は，畑転換は有効な温
室効果ガス発生抑制技術であることが示された（Nishimura et al., 2004；2005a）（平成 16 年度研
究成果情報，西村ら）．さらに，転換畑を再度水田とした復元田では，その水稲耕作初年の CH4 発
生量は著しく低下することが示された（Nishimura et al., 2011）．

水管理による水田からの CH4 発生抑制技術は，現場への普及をめざして，農林水産省生産局事
業（平成 20 〜 21 年度）として全国 9 か所で実証試験が行われた．この試験では，中干しを慣行よ
りも 1 週間程度前倒し・延長することにより，ほとんどの試験地で CH4 発生を効果的に削減でき
ることが示された（図 12）．慣行水管理に比べた栽培期間全体の CH4 発生量の削減率は平均 30%程
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度であった（Itoh et al., 2011）．水田
の排水にともなって発生する N2O は
無視できるほど小さかったことから，
日本の主要水田における温室効果ガス
発生の削減に対して，この技術が効果
的であることが明らかになった（平成
22 年度成果情報，須藤ら）．中干しの
強化により，慣行水管理区に比べて精
玄米収量が平均 4%低下する傾向がみ
られたが，同時に登熟歩合の向上やた
んぱく含量の減少など品質の向上が確
認された．

同様の水管理による水田からの
CH4 発生削減効果はインドネシアの
水田でも確認されている（Hadi et al., 
2010）．また，中国の水稲 - 小麦二毛作田では，小麦わらが直後の水稲作においてきわめて多量の
CH4 発生を生じる原因となっているが，これを水稲栽培期間に土壌表面に適切に設置することによ
り有効な発生削減技術となることを明らかにした（Ma et al., 2008）．

一方，水稲耕作における温室効果ガス発生抑制技術の評価においては，土壌からの温室効果ガス
発生以外にも，耕作機械の使用と収穫物乾燥・運搬の際のエネルギー投入や資材または飼料の生産
と使用にともなう温室効果ガス発生などを含めた，システム全体の収支を取り扱うライフサイクル
アセスメント（LCA）手法の導入が求められている．この問題に対し，東北地方の水田を対象に
研究がなされ，不耕起移植栽培は代かき移植栽培に比べ，CO2 に換算して約 1,800kg/ha の温室効
果ガス排出削減効果があることが試算された．これは主としてCH4 発生量の低減に起因し，耕起，
専用田植機，除草剤など作業体系の影響は小さかった．同時に，無代かき移植栽培の地球温暖化へ
の影響は，代かき栽培と同等であることも示された（Harada et al., 2007）（平成 17 年度研究成果
情報，原田ら）．
⑵ 施 肥 窒 素 か ら の 一 酸 化 二 窒 素 （ N 2O ） 発 生 抑 制 技 術
農地土壌から発生する N2O を制御するためには，まず，施肥窒素量を削減するなど，土壌中の

アンモニウム態および硝酸態窒素プールをできるだけ小さくし，硝化や脱窒により変換される無機
態窒素量を少なくすることが考えられる．しかし，このことは同時に，作物が吸収できる窒素量を
制限することになる．したがって，より現実的には，作物による無機態窒素吸収効率を高め，無駄
に環境中へ放出される窒素の流れを制御することが望ましい．このことは，N2O や NO などのガ
ス発生だけでなく，施肥窒素由来の別の重要な環境問題である地下水の硝酸汚染軽減にもつながる
ものである．

作物による施肥窒素の吸収効率を高め，環境への窒素のロスを少なくするためには，作物が必要
なときに必要なだけ窒素を施用する必要がある．そのための技術としては，最適な窒素施肥量と分
施・局所施肥，適切な有機物施用など施用方法の改善設計が基礎となる．また，一般に，窒素肥料
投入量の増加に対して，作物収量はあるところまでは直線的に増加するが，一定量以上では頭打ち
になる一方，環境負荷はどこまでも増加を続ける．作物の収量や品質と窒素肥料の投入量との関係
を作物や土壌タイプごとに検討し，土壌の環境容量を超えず，かつ高い収量が維持されるような食

図 12　中干しの強化による水田からのメタン発生削減．図中
の横線は湛水期間を示す．
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料生産と環境保全とを調和させるための適正な窒素肥料投入量を示し，広く普及させる努力も必要
であろう．さらに，土壌微生物による土壌中無機態窒素の固定化を促進するために，有機物施用を
促進することも効果的であろう．

別の方策として，肥料の種類を選択することによる N2O 発生の制御も可能である．N2O 発生率
は窒素肥料の形態により異なるが，N2O 発生率の高い無水アンモニアの使用や硝酸態窒素を水分
含量の高い土壌に施用することを避け，発生率の低い形態の肥料を使用することが勧められる．ま
た，緩効性肥料や硝化抑制剤入り肥料など新しいタイプの肥料の使用が N2O 発生抑制に効果のあ
ることが報告されている．硝化抑制剤には，DCD （dicyandiamide），AM （2-amino-4-chloro-6-methyl 
pyrimidine）など，さまざまな化合物があるが，これらは，もともと，硝化とそれにより生成され
た硝酸態窒素の損失を軽減し，作物の窒素利用効率向上のために使用されてきた農業資材である．
黒ボク土のニンジンほ場における試験では，硝化抑制剤入り肥料を施用することにより，速効性肥
料で見られる施肥直後の多量の N2O 発生を抑制し，その後の発生も低くできることから，大きな
N2O 発生削減効果のあることが示された（Akiyama et al., 2000）．同様の結果は，中国東北地域の
トウモロコシ畑での試験においても確認されている（Xu et al., 2007）．

このような世界各地で測定
された硝化抑制剤入り肥料に
よる N2O 発生削減のデータ
を集約し，統計解析を行うこ
とにより，平均的な削減効果
の評価を行った．その結果，
硝化抑制剤入り肥料の平均的
な削減率は慣行肥料の 38%で
あり，さまざまな環境のほ場
試験においても比較的安定し
た削減効果がみられることが
明らかになった（Akiyama et 
al., 2010）（平成 21 年度研究
成果情報，秋山ら）（図 13）．
⑶ 土 壌 炭 素 蓄 積 技 術
農地土壌に炭素を蓄積する，すなわち，農地を大気 CO2 の吸収源に変える方法のひとつは作物

残渣や堆きゅう肥などの有機物を投入することである．この場合，投入された有機物の炭素の大部
分は微生物により分解され，大気へ帰って行くが，一部分は土壌中で腐植などの安定な有機物に変
換され，その結果，土壌からの CO2 発生量は緩和される．さらに，毎年の投入炭素量が分解炭素
量を上回れば，土壌有機物としての蓄積量が増加する．このような有機物管理による土壌炭素貯留
効果については，わが国全国各地における長期連用試験において実証されている．このほか，不耕
起・簡易耕起等，土壌耕起方法の改善，輪作やカバークロップの導入が土壌の炭素蓄積に有効な技
術であることが示されている．

このような土壌の炭素蓄積に効果のある農業技術を導入した場合，わが国の農地土壌がどの程
度の炭素貯留効果，すなわち CO2 発生緩和効果を持つか定量評価するため，全国の農地と草地に
おける土壌炭素賦存量の分布図を作成するとともに，栽培管理方法を変えた場合の土壌炭素貯留
量の将来予測をプロセスモデル（RothC モデル）を用いて行っている．その結果，全国の水田と
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図 13　硝化抑制剤による N2O 発生削減効果の統計解析結果
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畑のすべてに堆肥を投入した場合，未投入に比べて，25 年間で 3200 万トンの炭素が，全国の水田
のすべてに二毛作を導入した場合は 1100 万トンの炭素が，それぞれ増加することを明らかにした

（Yokozawa et al., 2010）（平成 21 年度研究成果情報，白戸ら）（図 14）．

6 ． 今 後 の 展 望

過去 10 年間における研究の進展から，農地からの CH4 と N2O の発生の抑制と土壌炭素の蓄積
に関して，新たなモニタリング技術や広域評価のためのモデル開発が行われ，温室効果ガス間のト
レードオフを考慮した総合的な温暖化緩和策の広域定量評価が可能となった．今後，これらの研究
蓄積を，より精緻で，より幅広い評価項目を含み，より広域に展開可能な研究へ発展させることが
期待される．

新たに得られた観測データと活動量データを加えたデータベースをさらに整備するとともに，モ
デルや将来予測シナリオを改良することにより，わが国農地におけるさまざまな温暖化緩和策の定
量評価を精緻化することが期待される．また，温暖化緩和策のライフサイクルアセスメントを進め
るともに，他の環境影響や生産性との総合評価を行うエコバランス評価手法を開発することが求め
られている．多くの緩和策は，土壌肥沃度の増進，有機物資源のリサイクル推進，化学肥料施用量
の削減など，わが国で進められている環境保全型農業の推進方向と一致する技術であることから，
温暖化緩和を含めた総合的な農業生産環境評価へ発展させる新たな研究展開をめざすべきである．
その際，緩和策のコスト評価等，社会経済評価との融合も必要である．

水田の水管理，硝化抑制剤，有機物施用による土壌炭素蓄積など，これまでに開発された緩和技
術はすでにわが国の農家に普及可能な段階にある．このような技術について，普及に向かうインセ
ンティブを農家に与えるため，施策として検討されている行政による資金援助，カーボンフットプ
リントによる認証，排出権取引といった制度の推進に寄与することを目的に，研究成果を地域や農
家レベルで利用できる方法の開発も必要であろう．たとえば，現場での普及を進めるための方法論
構築に関する研究，パソコン等でユーザーがその農地の温室効果ガス排出量と緩和可能量を計算で
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図 14　全国の農地における土壌炭素量の変化予測．未投入との差を示す．
堆肥投入量は水田で 10 t/ha，畑で 15 t/ha．
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きる意志決定支援ツールの開発が期待される．その際，都道府県試験研究機関など地域の専門家，
普及組織，あるいは民間団体や企業とのこれまで以上の連携が求められる．

さらに，発展途上国での温暖化緩和策の展開に対する潜在的可能性に着目すべきである．わが国
の温室効果ガス排出インベントリーに占める農業分野の割合は低いが，同じ水田耕作を基礎とする
農業体系を持つ熱帯アジア諸国では，農業分野の占める割合はきわめて大きく，農業分野からの温
室効果ガス排出抑制は優先度が高い．特に広大な農耕地を持ち，家畜頭数の多大な国では，農業技
術の適用による緩和策は大きな貢献が可能である．さらに，このような国においては，その適用に
ついて，持続的開発政策と一致させることにより，削減の可能性をいっそう前進させると予測され
る．京都議定書において設定されているクリーン開発メカニズム（CDM）は，新たな開発援助の
ツールとして活用出来る可能性がある．農業環境技術研究所では，これまでもアジア諸国を中心
に各国の研究者と共同研究を展開すると同時に，IPCC，国際窒素イニシアティブ（INI），農業分
野の温室効果ガスに関するグローバル・リサーチ・アライアンス（GRA）などの国際研究ネット
ワークに積極的に参加してきた．このような国際連携の強化がますます求められている．
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